
「公的統計の整備に関する基本的な計画（令和２年６月２日閣議決定）」
における事業所母集団データベース関連の記載

（本文中における記載）

第１ 施策展開に当たっての基本的な視点及び方針
２ 国民経済計算・経済統計の改善を始めとする府省横断的な統計整備の推進

…（前略）…事業所母集団データベースに収集したデータにより、経済センサス‐活動調査（基幹統計調査）の中間年にお
ける経済構造統計の作成・提供を開始するとともに、統計調査による把握が困難な業種については、行政記録情報等の
活用を積極的に検討する。

第２ 公的統計の整備に関する事項
１ 国民経済計算を軸とした横断的・体系的な経済統計の整備推進

(3) 国民経済計算及び経済統計の改善に向けた基盤整備・連携強化
ア 事業所母集団データベースの整備・利活用

統計法第27条第１項の規定に基づき、基幹統計調査又は一般統計調査に係る調査票情報の利用、法人その他の
団体に対する照会等により整備された事業所母集団データベースは、事業所・企業等を対象とする各府省の統計調
査において、母集団情報として活用されており、報告者負担の軽減や効率的な統計作成に重要な役割を担っている
ことに加え、前記(2)の中間年経済構造統計及び企業統計の作成・提供においても中核的な機能を果たすことが期待
されている。

このため、総務省は、名簿情報の整備を目的とする経済センサス‐基礎調査について、５年に一度、事業所・企業等
の所在等を把握する調査手法から、令和元年度（2019年度）からのプロファイリング活動及びローリング調査への移
行や、公営事業所の把握の充実を進める。

総務省は、関係府省とも連携し、この事業所母集団データベースの整備・充実に当たり、法人番号の把握・活用を
推進するとともに、法人番号の通知状況等を含めた新たな行政記録情報等や民間データの活用に加え、行政記録情
報等やローリング調査の確認結果を活用するなどして、法人企業統計の母集団名簿の企業数とのかい離解消に取り
組む。

さらに、総務省は、関係府省と連携して事業所母集団データベースの有用性を高めるための方策等を検討するとと
もに、経済統計のカバレッジの拡大に寄与するため、専従の役員・労働者等が存在しない法人等を含めた法人・事業
所等の母集団情報の提供・活用に取り組む。

また、各府省は、事業所・企業等を対象とした統計調査については、個々の調査の特性を考慮しつつ、事業所母集
団データベースの最新情報を使用することを原則とする。

参考４
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◆「公的統計の整備に関する基本的な計画」（令和２年６月２日閣議決定）における事業所母集団データベース関連事項と対応状況

  

項目 具体的な措置、方策等 担当府省 実施時期 令和元年度末時点の検討状況又は進捗状況
実施済等

の別
第２
１　国民経済
計算を軸とし
た横断的・体
系的な経済統
計の整備推進
(2) 経済構造
統計を中心と
した経済統計
の体系的整備
の推進等

◎ 経済センサス‐基礎調査について、一時点で
把握する統計調査から経常的なプロファイリング
活動及びローリング調査に移行する。

総務省 平成31年度
(2019年度)
から実施す
る。

・一時点で把握する統計調査から、全国の事業所の開業・廃業状況等を
順次調査する手法に移行する経済センサス‐基礎調査ついて、平成30年
（2018年）12月21 日付けで総務大臣から承認され、令和元年（2019
年）６月から令和２年（2020 年）３月までの間で順次調査を実施。
　プロファイリング活動については、統計調査への報告負担が大きく経
済統計への影響度が高い大企業等をプロファイリング対象企業として選
定し、統計センターの職員を専任の担当者（プロファイラー）として配
置の上、事業所母集団 データベースに必要な情報について経常的な把
握を開始した。

実施済

(3)国民経済計
算及び経済統
計の改善に向
けた基盤整
備・連携強化

◎　経済センサス‐基礎調査をローリング調査や
独立行 政法人統計センターにおけるプロファイ
リング活動に 移行し、事業所・企業や各種法人
等に係る母集団情報 の更なる整備促進を図る。
また、平成33年(2021年)経済センサス‐活動調査
の円滑・効率的な実施に向け、行政記録情報等に
より新たに捕捉した事業所等も含めた確認作業を
早期に完了するとともに、プロファイリング活動
において把握する情報や把握方法等に関する具体
的な検討を推進し、その内容を事前周知する。

総務省 平成31年度
(2019年度)
から実施
（初回の
ローリング
調査は32年
(2020年)年
央までに実
施）する。

・一時点で把握する統計調査から、全国の事業所の開業・廃業状況等を
順次調査する手法に移行する経済センサス‐基礎調査ついて、平成30年
（2018年）12月21 日付けで総務大臣から承認され、令和元年（2019
年）６月から令和２年（2020 年）３月までの間で順次調査を実施。
　プロファイリング活動については、統計調査への報告負担が大きく経
済統計への影響度が高い大企業等をプロファイリング対象企業として選
定し、統計センターの職員を専任の担当者（プロファイラー）として配
置の上、事業所母集団 データベースに必要な情報について経常的な把
握を開始した。

実施・検
討予定

○　事業所・企業や各種法人等に係る統計調査を
実施するに当たり、引き続き法人番号の把握に努
め、これを事業所母集団データベースに登録する
とともに、法人番号を活用した欠測値の補完や集
計の充実等を検討する。

各府省、
総務省

平成30年度
(2018年度)
から実施す
る。

・民間企業における役員報酬（給与）調査において、令和２年（2020
年）の調査票から調査対象企業の法人番号の記載欄を設け、法人番号の
把握に努めることとした。【人事院】
・経済構造実態調査、工業統計調査、経済センサス‐基礎調査（新規把
握事業所）等において法人番号を把握。【総務省】
・法人企業統計調査において、調査票に法人番号欄を追加し、調査対象
法人の法人番号の把握を行っている。【財務省】
・各種調査について、調査計画の変更を行う際、法人番号の把握が可能
となるよう調査票の設計を変更している。【経済産業省】

継続実施

○ 農林業センサスにおける一戸一法人・非法人
の組織経営体や、建設業許可事業者名簿に掲載さ
れた企業情報を、事業所母集団データベースに登
録する方向で検討する。

総務省、
関係府省

平成30年度
(2018年度)
末までに結
論を得る。

・農林業センサスにおける一戸一法人・非法人の組織経営体情報につい
ては、平成30年度（2018年度）において、事業所母集団データベースへ
の登録方法等の検討を行った。2020年農林業センサスの結果から事業所
母集団データベースに登録する予定。
　建設業許可事業者名簿に掲載された企業情報については、平成30年度
（2018年度）において、事業所母集団データベースへの登録方法等の検
討を行った。令和元年度（2019年度）からデータ提供を受け事業所母集
団データベースに登録する予定。

実施済
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◆「公的統計の整備に関する基本的な計画」（令和２年６月２日閣議決定）における事業所母集団データベース関連事項と対応状況

  

項目 具体的な措置、方策等 担当府省 実施時期 令和元年度末時点の検討状況又は進捗状況
実施済等

の別
○　事業所母集団データベースに格納する統計調
査の範囲拡充、法人番号公表サイトの変更情報や
決算等に関する企業の公表情報等の活用、行政記
録情報や民間データの活用及びレジスター統計
（注）の作成内容について検討を行い、結論が得
られた取組から順次実施する。
（注）事業所母集団データベースに格納されたデータ
を基に、ある時点で集計したもの

総務省、
関係府省

平成30年度
(2018年度)
から順次実
施する。

・事業所母集団データベースに格納する統計調査の範囲拡充について
は、令和元年（2019年）に実施された経済構造実態調査の結果を格納す
るなど、引き続き、母集団情報整備のために必要な統計調査結果の格納
を行っていく。法人番号公表サイトの変更情報や企業の公表情報等の活
用については、統計調査への報告負担が大きく経済統計への影響度が高
い企業（プロファイリング対象企業）に統計センターの職員を専任の担
当者（プロファイラー）として配置し、これらの情報を活用した企業情
報の整備（合併・分割等による企業の開廃、名称・所在地変更等の把握
など）を実施している。レジスター統計については、昨年度に引き続
き、有識者を交えたかたちでその作成方法等に係る検討を実施。検討を
踏まえた初回公表は令和２年度（2020年 度）中を予定。【総務省】

・総務省主催の研究会に参画・協力の上、情報収集・検討等を実施。今
後、結論を得られた取組から、各統計調査への具体的な適用について検
討の上で実施する。【経済産業省】

継続実施

○ 法人企業統計の母集団名簿と事業所母集団
データベースの企業数等のかい離について、産業
や資本金階級別などの企業属性ごとにかい離の状
況を明らかにするとともに、その要因を把握した
上で、かい離を改善するための方策を検討する。

総務省、
財務省

平成33年度
(2021年度)
末までに結
論を得る。

・令和元年度（2019年度）経済センサス‐基礎調査及び令和３年（2021
年）経済センサス‐活動調査の実施を踏まえた詳細な分析を行うことを
目指し、これらの名簿となる母集団情報に法人番号公表サイト情報から
約160万法人を加え、かい離を包含した約350万法人を収録した母集団情
報の整備を行うとともに、法人企業統計の母集団名簿との照合を行い、
現時点の傾向を把握した。令和元年度（2019年度）は経済センサス－基
礎調査を実施したところであり、今後その結果を踏まえた検討を行う予
定。

実施・検
討予定

○ 専従の役員・労働者等が存在しない法人等を
含めた事業所母集団データベースに登録する法
人・事業所等の情報について、事業所母集団デー
タベースへの格納方法や、具体的な母集団情報と
しての提供を検討する。

総務省 平成30年度
(2018年度)
末までに結
論を得る。

・令和元年度（2019年度）経済センサス‐基礎調査及び令和３年（2021
年）経済センサス‐活動調査の名簿となる母集団情報にこれまでデータ
ベースに登録していなかった約160万法人を法人番号公表サイト情報か
ら追加するなど、専従の役員・労働者等が存在しない法人も事業所母集
団データベースに登録・提供する予定。

実施済

○ 月次・年次調査の標本抽出に資するため、事
業所の活動状態を随時更新した母集団情報の提供
を検討する。

総務省 平成30年度
(2018年度)
末までに結
論を得る

・月次で更新される労働保険情報及び法人登記情報の更なる有効活用を
踏まえ、事業所に直接照会して活動状態等を把握する業務をより効率
的・効果的に行うことで、事業所母集団情報の精度向上を図ることとす
る。

実施済

（資料）「令和元年度（2019年度）統計法施行状況報告＜基本計画関連事項編＞（令和２年７月31日総務省政策統括官（統計基準担当）公表資料）」の
　　　　「第２部　基本計画」-「３別編[基本計画　事項別推進状況]」-「「第２　公的統計の整備に関する事項」関係」より抜粋。
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